
（平成２１年９月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認鹿児島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

鹿児島国民年金 事案 568 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年１月から同年３月までの国民年金保険料及び平成３年３

月の付加保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年１月から同年３月まで 

             ② 平成３年３月 

    申立期間①については、毎月、集金人に国民年金保険料を納付しており、

当該期間が未納とされていることに納得がいかない。 

    また、申立期間②については、付加保険料も納付していたにもかかわら

ず、定額の国民年金保険料のみしか納付した記録が無いことに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、３か月と短期間であるとともに、申立人は、国民

年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付して

いる上、60 歳になる平成８年＊月からは高齢者任意加入により国民年金保険

料を納付するなど、納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立期間①については、当該期間の前後の期間は、国民年金保険料

が納付済みとなっている上、申立期間及びその前後の期間を通じて、申立人

の生活状況等に大きな変化は無かったものと推認されることから、申立期間

の国民年金保険料のみが未納とされていることは不自然である。 

   さらに、申立期間②については、当該期間の前後の期間は、国民年金保険

料及び付加保険料が納付済みであることが確認でき、申立期間の１か月のみ

定額保険料を納付して付加保険料を納付しないのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料及び付加保険料を納付していたものと認められる。 



鹿児島厚生年金 事案 313 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を 53 万円

に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 10月１日から５年 11月 22日まで 

今回の申立てに先立つ平成 20 年 11 月に社会保険事務所の職員が来訪し、

Ａ社における私の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録について、事実に

反してこれを引き下げる訂正が行われている可能性があるとの説明があっ

た。 

私は申立期間当時、申立事業所において、借上げ船舶の機関長として勤め

ており、また、給料は月に約 50万円ぐらいだったと思う。 

申立期間について、遡及訂正前の標準報酬月額であったことを認め、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録では、申立期間の標準報酬月額について、当初、

53 万円と記録されていたところ、申立事業所が適用事業所に該当しなくなっ

た日（平成５年 11月 30日）の後の６年 11月 21日付けで、申立期間のすべて

について、さかのぼって 20 万円に引き下げられていることが確認できる上、

申立人を除く４人についても、申立人と同様に、さかのぼって標準報酬月額が

引き下げられていることが確認できる。 

また、商業登記簿謄本では、申立人が申立事業所の役員ではなかったことが

確認できるとともに、申立事業所における申立人の雇用保険の加入記録が、申

立期間を含む平成２年４月 26日から５年 11月 21日までの間、確認できる上、

上記の遡及訂正処理について、申立人が関与していた事実は認められない。 

さらに、申立人が保管する預金通帳では、申立期間当時の給与手取月額が概

ね 40 万円を超えていることが確認できるところ、社会保険庁のオンライン記



録にある遡及訂正処理後の標準報酬月額 20 万円に比べて著しく高額となって

いることを踏まえると、申立期間については、申立人の主張どおりの給与実態

があったものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所がこのような処理を行う合理

的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められない

ことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た 53万円に訂正することが必要であると認められる。 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 569 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年５月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年５月から 61年３月まで 

  申立期間については、私の家に民生委員が集金に来ていた時期であり、

毎月、現金と国民年金保険料の納付書を私の母親に渡し、納付するように

依頼していた。 

  また、昭和 61 年４月からは、勤務先を通じて国民年金保険料を納付して

いる。私の母親が、自宅で民生委員を通じて国民年金保険料を納付してい

た期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年４月７日以降に払い出されて

いることが確認でき、その時点では、申立期間の大部分は、過年度保険料と

なるため、集金人に納付することができなかったものと考えられ、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

   また、申立人及びその母親が、申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立期間の国民年

金保険料を納付をしていたとする申立人の母親は既に亡くなっているため、

納付状況等が不明であるなど、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 570 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年８月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月から 44年３月まで 

    私は、昭和 42 年に、婦人会の会計係をしていた人に勧められて国民年金

に加入し、国民年金保険料を毎月、自宅で集金人に納付していた。申立期

間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 44 年２月 13 日以降に払い出され、

申立人の所持する国民年金手帳は、同年２月 14 日に発行されていることが確

認でき、その時点では、申立期間の大部分は、過年度保険料となるため、毎

月、集金人に納付することができなかったものと考えられ、別の国民年金手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人の所持する国民年金手帳の国民年金印紙検認記録欄には、申

立期間である昭和 42 年度及び 43 年度の欄は検認印が押されておらず、一方、

44 年度欄には、検認印が押されていることが確認できることから、申立人は、

申立期間以降の 44 年度から国民年金保険料を納付し始めたものと考えるのが

自然である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに申立期間の国民年金保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



鹿児島厚生年金 事案 314 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生  

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年５月１日から 35年２月 16日まで 

            ② 昭和 35年２月 16日から 39年７月 20日まで 

    私は、脱退手当金を受給したとされる事業所に勤務していた昭和 38年 11

月に結婚したが、結婚生活がうまくいかなかったため、夫から逃れるために

親戚の家に行ったまま、会社に行くこともなく退職した。 

    当時、どのように退職したのかも記憶に無いような状況であり、脱退手当

金を受給するはずが無いので、脱退手当金を受給していないことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の申立期間②に係る事業所の被保険者名簿には、脱退手当金を支給し

たことを意味する「脱手」の記載が確認できる上、脱退手当金は、当該期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 39年８月 21日に

支給決定されていることが確認できるなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

   また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険被保険者資格喪失日の約３か月

後に申立期間①に係る事業所に再就職し、厚生年金保険に再加入しているが、

再加入後の厚生年金保険被保険者記号番号は、申立期間①と同じ事業所である

にもかかわらず、申立期間①及び②に係る記号番号とは別番号であることが確

認できることを踏まえると、申立人が申立期間の脱退手当金を受給していたた

めに、新たな記号番号が払い出されたものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



鹿児島厚生年金 事案 315 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年３月１日から 29年 10月１日まで 

    社会保険事務所に年金の裁定請求を行ったところ、申立期間の厚生年金保

険については、脱退手当金を受給していると言われた。 

私は、これまで脱退手当金制度を知らず、脱退手当金を受給するはずが無

いので、脱退手当金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の給付記録欄に、脱退手当金

を支給した旨の記載が確認できるとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額

に計算上の誤りは無い上、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら約１か月半後の昭和 29年 11月 15日に支給決定されていることが確認でき

るなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人に脱退手当金が支給決定された昭和 29年 11月当時は、通算年

金制度創設前であり、申立人は申立期間に係る事業所を退職後、50 年４月１

日に厚生年金保険に加入するまでの約 20 年間、国民年金及び厚生年金保険へ

の加入歴が無いことを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自

然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 316 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年９月１日から 29年８月１日まで 

    社会保険事務所では、私が昭和 28 年９月１日から 30年 12月１日まで勤

務していたＡ社に係る厚生年金保険の加入記録は無いとしていたが、このう

ちの 29年８月１日から 30年 12月１日までの厚生年金保険の加入期間につ

いては、今回の申立てを契機として、私が 34 年１月から加入したＢ組合に

おけるＣ共済組合の組合員期間に組み入れられていることが分かった。 

しかし、私は、高校を卒業した昭和 28 年３月から半年後に、申立事業所

で勤務することになったのは間違いなく、勤務した当初から厚生年金保険に

加入していたはずである。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する記番号払出原簿等では、申立人に対して、昭和

29 年８月１日付けのＡ社に係る厚生年金保険の年金手帳記号番号が払い出さ

れていることが確認できるのみであり、それ以前に、別の年金手帳記号番号が

払い出されていたことが確認できない。 

また、社会保険事務所が保管する申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、申立期間中、申立人の氏名は無い。 

さらに、Ｃ共済組合が保管する当該組合の組合員となった者の厚生年金保険

被保険者資格記録カード等では、申立人の厚生年金保険の加入記録が、Ａ社に

ついて申立期間直後の昭和 29年８月１日から 30年 12月１日までの期間、及

びＢ組合について同日から 34 年１月２日までの期間のみしか確認できない上、

同組合が保管する共済組合員期間証明書等では、申立人について昭和 44年 12



月にＣ共済組合から退職一時金が支給決定されているところ、Ａ社に係る当該

退職一時金の計算対象期間は、29 年８月から 30 年 11 月までの期間が算入さ

れているのみであり、申立期間は厚生年金保険の加入期間に含まれていないこ

とが確認できる。 

加えて、申立事業所は平成６年３月１日付けで適用事業所ではなくなった旨

の処理が行われており、元事業主等の所在も不明であることから、申立期間中

の厚生年金保険の加入状況、保険料の控除状況等が不明である上、申立期間当

時に勤務していた者の供述では、申立人の主張を裏付ける情報を得ることがで

きない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 317 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

   １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年３月から 51年３月まで 

② 昭和 51年４月から 52年３月まで 

③ 昭和 52年４月から 53年10月まで 

④ 昭和 53年11月から 55年11月まで 

    私は、申立期間①においてはＡ事業所に、また、申立期間②、③及び④に

おいては、それぞれ、Ｂ事業所Ｃ支店、Ｄ事業所及びＥ事業所に勤めていた

にもかかわらず、社会保険庁ではこれらの期間の厚生年金保険の加入記録が

無いとしている。 

私は、各事業所で正社員として勤務していたことは間違いないので、厚生

年金保険に加入していたはずである。 

各申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、元同僚の供述から、申立人がＡ事業所（現在は、Ｆ

事業所）に勤務していたことが推認できるものの、当該事業所が適用事業所と

なったのは、当該期間後の昭和 51年６月１日であることが確認できる。 

また、Ｆ事業所では、申立期間①当時の関係資料を保存していないことなど

から、当該期間における厚生年金保険の加入状況、保険料の控除状況等は不明

であるとしており、申立てに係る事実を確認できる関連資料等を得ることはで

きなかった。 

申立期間②については、申立人が当初、申立事業所として主張していたＢ事

業所Ｃ支店、及び申立人が主張する事業所の所在場所と一致し、かつ、事業所

名が類似するＧ事業所Ｃ営業所が、当該期間を含め、現在までの間、適用事業



所となっていることが確認できない。 

また、Ｇ事業所本社では、同社Ｃ営業所を始め、全国の各営業所に勤務して

いた者については本社で一括して被保険者資格を取得させていたとしている

ところ、同社が保管する資料「厚生年金資格得喪の一連台帳」で確認した結果、

申立人の氏名は無く、申立人を厚生年金保険に加入させていたかどうか確認で

きないとしている。 

申立期間③については、元同僚の供述から、申立人がＤ事業所に勤務してい

たことが推認できるものの、社会保険事務所が保管する当該事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者原票では、申立期間③において、申立人の氏名は無

い。 

また、申立期間当時、社会保険事務を担当していた元同僚は「申立人の厚生

年金保険への加入状況については記憶していないが、同事業所では、社会保険

に加入する者は雇用保険にも必ず加入させていたことから、申立人が雇用保険

に加入していないため、社会保険にも加入していなかったと思う。」と供述し

ている。 

さらに、申立人は、申立期間③の途中から、Ｄ事業所関連のＨ事業所に異動

したと供述しているが、当該事業所は適用事業所となっていることが確認でき

ない。 

申立期間④については、Ｅ事業所は適用事業所として確認できない。 

また、雇用保険の加入記録では、申立期間④中となる昭和 53年 11月１日か

ら 54年 11 月 30日までの間、Ｅ事業所の事業主が代表者であったＫ事業所に

係る加入記録が確認できるため、社会保険事務所が保管する当該事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したものの、申立人の氏名は無く、

整理番号の欠番も見られない。 

さらに、申立人の夫が加入していた共済組合の証明書類では、申立人が、申

立期間①から④をすべて含む昭和37年５月７日から63年４月１日までの期間、

夫の被扶養者となっていることが確認できる上、社会保険庁のオンライン記録

等では、申立期間①から④をすべて含む 45年２月から 57 年５月までの期間、

申立人が国民年金へ任意加入した上で、同保険料を完納していることが確認で

きることから見て、申立人が申立期間①から④において、厚生年金保険へ加入

していたと主張していることは不自然である。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


